
 

 

厚生年金基金に関する基礎資料 

 

第１回社会保障審議会企業年金部会 
平 成 25年 10月 29日 参考資料 １ 



 

○ 厚生年金基金 
 ・加入員数 約426万人 
 ・件数 560基金 
 ・資産残高 約27兆円 （平成23年度末） 
  （うち、上乗せ資産  約4.2兆円）  
 
○ 確定給付企業年金 
 ・加入者数 約796万人 
 ・件数 14,676件 
 ・資産残高 約50兆円 
 
○ 確定拠出年金 
 ・加入者数 企業型 約439万人  
          個人型 約16万人 
 ・件数 4,247件 
 ・資産残高 約7兆4500億円 
 
※ 注記のない数値は平成24年度末時点のもの。 
※ 適格退職年金は2012年（平成24年）3月31日で廃止された。 
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企業年金制度等の現状 



１．議論の契機 

  ○ 昭和４０年の厚生年金の大幅な給付改善（いわゆる「１万円年金」）に際し、これに伴う保険料引き上げ
に反対する事業主側が国に納める保険料の一部に退職金原資を加えて自主的に運用する仕組みを
提案。（企業年金と厚生年金の負担の重複を調整する「調整年金」構想） 

 

２．社会保険審議会における審議（昭和３８年１月～昭和３９年４月） 

 〔厚生年金保険部会〕 

  ○ 代行方式による厚生年金基金制度の創設を盛り込んだ厚生年金保険法の改正案要綱を諮問 

  ○ 労使の意見対立は強く、併行答申となった。 

    〈被保険者側意見〉 

      調整年金に関しては厚生年金制度の基本に触れる問題でもあり、今後更に慎重に検討 

      することとする。 

    〈事業主側意見〉 

      厚生年金の給付内容の大幅改善と、企業年金との調整措置とは不可分の関係にあり、 

      従って本調整措置を前提としない給付改善は認めがたい。 

    〈公益側意見〉 

      企業年金との調整問題が、労使間の基本的対立点として終始したことはまことに遺憾。 

 

３．国会審議（昭和３９年４月～昭和４０年６月） 

 ○ 社会保険審議会の答申を経て、昭和３９年４月に厚生年金保険法の改正案を閣議決定。 

 ○ 昭和４０年６月に成立。昭和４１年１０月に施行。 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

厚生年金基金制度の創設経緯 



組織母体 

企業 企業 企業 企業 

単独設立 総合設立 

連合設立 

○１つの企業が単独で設立するもの 
 （設立時加入員規模1,000人以上） 

企業 

厚生年金基金 

親会社 

厚生年金基金 

○企業グループなど、企業相互間に有機的連携性 
 がある場合に共同で設立するもの 
 （設立時加入員規模1,000人以上） 

子会社 子会社 子会社 

○厚生年金基金を設立しようとする基金に対し統制力を 
 有する組織母体または健康保険組合を中心に、共同で 
 設立するもの 
 （設立時加入員規模5,000人以上） 

厚生年金基金 

厚生年金基金制度の概要 

○厚生年金基金は、従業員に対してより手厚い老後所得を保障することを目的として、企業が任意で設立 

 する法人。 

○設立形態として、単独、連合、総合があるが、全体の約85％が総合型であり、その設立事業所の多くは 

 中小企業である。 

※平成17年４月１日前に設立された厚生年金基金が合併・分割したことにより設立された厚生年金基金 

 の設立時加入員規模の要件は、単独設立で500人以上、連合設立で800人以上、総合設立で3,000人以上 



○公的年金たる厚生年金の一部を国に代わって支給（代行給付）しており、当該支給を行うための費用として事 

  業主から保険料を徴収している。 

○加えて、各基金ごとに上乗せ給付を行っている。 

○基金が解散する場合、代行給付のために納付した保険料に相当する積立金を、一括して国又は企業年金連合会に 

  返還する必要がある。 
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（本体支給分） 
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うち基礎年金 
部分 約４％ 

基金に加入していない者 基金に加入している者 

基金に納付 
約５％ 

 

うち免除保険 
料率 約４％ 

国に納付 
約12％ 

 

うち基礎年金 
部分 約４％ 

（参考）国への納付分（約12％） 
   ＋免除保険料率（約４％） 
   ＝約16％ 

※ 数値はモデル例（金額は年金月額）。 

掛金の大半は事
業主が負担 

掛金は労使折半 

 ※ 基金上乗分（＝３階部分）の平均月額は約0.7万円であり、全額一時金選択者（近年では新規裁定者でみて約半数） 
   を除いた平均月額は約1.6万円（平成23年度）。 

厚生年金基金制度のしくみ 
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H14年度以降の解散302、代行（過去）返上839基金 

厚生年金基金加入者数と基金数 



1967 1969 1971 1973 1975 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011

日経平均 

１０年国債利回り 

現存基金数 

(総合型基金数) 

加入員数 

(総合型加入員数) 

最大基金数：１８８８基金 

月末終値の日経平均の最高値 
３８，９１６円 

最大国債利回り：８．１１％ 

年度末の最大加入員数 

１２２５万人 

平成23年度末 
４３７万人 

平成23年度末 
１０，０８４円 

平成23年度末 
０．９９％ 

平成23年度末 
５７７基金 

厚生年金基金（基金数、加入員数）の推移 



厚生年金基金の予定利率の分布及び運用実績等の推移 

※１ 予定利率の分布の平成17年及び平成20年は「企業年金実態調査」（企業年金連合会）による４月１日の状況。平成23年は年度末時点であり厚生労働省調べ。修正総合利回りの推移
は「資産運用実態調査」（企業年金連合会）による。 

※２ 厚生年金基金の成熟度は受給者数／加入者数、厚生年金本体の成熟度は老齢相当受給者数／被保険者数と算出。  

≪基金の加算部分の予定利率の分布とその推移≫ 
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厚生年金基金の予定利率の分布及び運用実績等の推移 



資産の保有と運用リスク 

代行資産 

上乗せ資産 上乗せ資産のみ 

厚生年金本体で運用 

代行資産 

上乗せ資産 

【厚生年金基金（代行部分あり）】 【確定給付企業年金等】 

代行資産＋上乗せ資産 

≪保有する資産≫ 

≪資産運用状況が悪化した場合の影響≫ 

上乗せ資産のみ 

上乗せ資産のみ 影響は限定的 影響が大きい 

△α%変動 △α%変動 

資産の保有と運用リスク 
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代行返上始まる
（2002年4月～） 

※１．［ ］内は、代行割れ基金の代行割れ総額。代行割れ基金数及び代行割れ総額は、平成23年度末の562基金（代行返上基金除く）について集計したもの。 

※２．代行割れを見る際の最低責任準備金は、0.875及び期ずれを見直して精緻化したもの。 

ＤＣ法施行 ＤＢ法施行 特例解散制度導入 

指定基金制度導入 
特例解散制度

再導入 

（企業会計基準の見直し→代行返上加速） 

代行割れ総額 

サブプライム・
ローン問題 

リーマン・ 
ショック 

代行割れ基金数 

解散基金数 

基金の新設は
1998年度以降 

行われていない 

（年度） 

（円） 

（基金からの移行の受皿整備） 

○厚生年金基金制度は、昭和４１年に経済界からの要望を踏まえ創設された制度。 

○制度創設から平成バブルの崩壊までは、折からの経済成長に支えられ大幅な利差益を確保 

○平成バブル崩壊後、基金の財政状況が悪化。２０００年以降、累次にわたる制度改正を実施。 

厚生年金基金の財政状況と制度改正の経緯 



＜継続基準＞厚生年金基金令第39条の２ 

＜非継続基準＞厚生年金基金令第39条の３ 

資  産 

今後入ってくる掛金 
［現価］ 

既に発生した債務 
（代行＋３Ｆ） 

 
［現価］ 

今後発生する債務 
（代行＋３Ｆ） 
［現価］ 

資  産 
既に発生した債務 
（代行＋３Ｆ） 

 
［現価］ 

平成23年度末で
基準をクリアして
いる基金 

考え方 

現在保有している資産と、 

今後入ってくると見込まれ 

る掛金で、既に発生した債 

務と、今後発生すると見込 

まれる債務が賄えるか？ 

８２基金 

（基金全体の14％） 

１６基金 

（基金全体の３％） 

現在保有している資産で、 

既に発生した債務が 

賄えるか？ 

継続基準だけでは受給権保護
が不十分なので、平成９年度

に非継続基準を導入 

厚生年金基金の財政検証ルール（毎年度の決算でチェック） 



厚生年金基金は厚生年金の一部を国に代わって支給（代行給付）しているため、解散するときには、厚生年金基金が支給するこ

ととなっていた代行給付に要する費用（＝最低責任準備金）を一括して、厚生年金本体に返還。 

国民年金法等の一部を改正する法律 
（平成16年６月11日公布） 

年金確保支援法 
（平成23年８月10日公布） 

適用開始日 平成17年４月１日 平成23年８月10日 

適用期間 施行日から３年間 施行日から５年間 

分割納付期間 最長10年 最長15年 

返済額に関する特例 次のいずれか低い額 
①通常ルールで計算した額 
    平成11年9月までの期間：5.5％、 
     平成11年10月以降の期間：厚年本体実績利回り 

②基金設立時から厚年本体の実績利回りで計算 
 した額 

同左 

特例解散した基金数 11基金（９基金は完済、２基金は分割納付中） ５基金の解散を認可し、現在清
算手続き中(H.25年9月末現在） 

代行給付に要する費用に相当する資産を保有していない基金（＝代行割れ基金）について、厚生年金本体への返還額の分割 

納付・返還額に関する特例を認める。 

通常解散 

特例解散 

【特例解散の概要】 

現行の特例解散制度の概要 



○現行の納付額特例：次のいずれか低い額 
 ①通常ルールで計算（平成11年9月までは5.5％、平成11年10月以降は厚年本体の実績利回りで計算） 
 ②当該基金の設立時から厚年本体の実績利回りで計算。 
○効果は各基金の設立年次等により異なり、平成11年以前は厚年本体の運用実績は概ね５．５％を上回って 
 いたため、上記②の特例計算をした方が額が高くなる基金も相当程度存在している。 
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（参考）厚生年金本体の実績運用利回りの推移

現行の納付額特例の効果について 
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＜ 翌年度及び翌々年度代行割れ割合 (最低責任準備金精緻化後) ＞

翌年度代行割れ割合

翌々年度代行割れ割合

○平成１２～２３年度（※）の過去１２年の全基金の決算データによると、１～２年後に代行割れとなる基金を発生
させないためには代行部分（最低責任準備金）に対して概ね１．５倍を超える程度の積立が必要。 

  ※この期間には日経平均が１万8000円程度に上昇した時期（平成17～18年）やサブプライム、リーマンショック 
   の時期（平成19～20年）を含む。 

ある年の代行に対する積立水準（ 資産 ÷ 最低責任準備金（代行部分について持っておくべき額）） 

一
～
二
年
後
に
代
行
割
れ
と
な
っ
た
基
金
の
割
合
（実
績
） 

ある年の代行に対する積立水準
が1.0だと、１～２年後には50％の
確率で代行割れとなる。 

ある年の代行に対する積
立水準が0.8だと、１～２
年後には100％の確率で
代行割れとなる。 

１～２年後に代行割れ
が０％となるために
は、代行の1.5倍以上
の積立水準が必要。 

代行割れを生じない積立水準① 



○過去10年間のTOPIX等のベンチマーク及び厚生年金基金と厚生年金本体の資産構成・ポートフォリオをもとに、向
こう５年間の「基金の利回り（累積）－本体の利回り（累積）」の平均と標準偏差を計測すると、平均△2.99％程
度、標準偏差（変動）14.61％程度と見込まれる。 

○これは、１％の確率で、今後５年間で代行部分（最低責任準備金）に対する純資産の割合が約37％程度低下する可
能性があることを示しており、今後５年間で９９％の確率で代行割れとならないためには、現時点において、少な
くとも代行部分の１．６倍程度（1/（1－0.3698）＝1.59）の純資産を保有している必要がある。 

○なお、この分析は資産構成の違いによる運用リスクのみを評価したものであるが、他に、運用に関するデリバティ
ブ取引リスク、上乗せ給付に係る長寿リスクや経営リスク（適切な掛金設定等）その他様々なリスクがあることに
留意が必要。 

【試算の考え方等】 

 ○資産は、国内債券、国内株式、外国債券、外国
株式、短期資産に分類。 

 ○厚生年金基金は平成10年以降の資産構成割
合の平均、厚生年金本体はGPIFの資産構成割
合を使用。 

 ○各資産の利回りの平均及び標準偏差について
は、過去10年間の各月のベンチマークの実績か
ら、対５年前変化率を作成して計算。 

 ○利回りは、運用報酬控除後。（最近では、基金
の運用報酬は0.3％程度、本体の運用報酬は
0.02％となっている。） 

平均 ▲2.99%

▲36.98%

確率1%

基金の利回りー本体の利回りの分布

[平均▲2.99％、標準偏差14.61％]

５年間の価格変動

下方リスク 

代行割れを生じない積立水準② 



実施事業主単位の従業員数 （件数） 

99人以下 9,450 (56%) 

100人～ 299人 3,924 (23%) 

300人～ 999人 2,249 (13%) 

1,000人以上 1,118 (7%)  

計 16,741 (100%) 

実施事業主単位の従業員数別 

確定拠出年金実施事業主数 

※厚生労働省調べ（平成24年9月末現在） 

加入者数規模 計 
        

基金型 規約型 

    30人未満 207 (3%) 0 (0%) 207 (3%) 

    30人以上 
  100人未満 

1,754 (23%) 0 (0%) 1754 (25%) 

   100人以上 
  300人未満 

3,037 (40%) 1 (0%) 3036 (43%) 

   300人以上 
 1,000人未満 

1,646 (22%) 116 (20%) 1530 (22%) 

 1,000人以上 978 (13%) 454 (80%) 524 (7%) 

規模計 7,622 (100%) 571 (100%) 7,051 (100%) 

※１厚生労働省調べ 
※２平成22年4月から平成23年3月までに決算を 
   行い提出のあったものを基とした概算値である。 

加入者数規模別確定給付企業年金数 

○確定給付企業年金の規約型では、約３割が加入員規模100人未満。 

○確定拠出年金（企業型）では、約６割が従業員数99人以下の事業主。 

中小企業における企業年金の実施状況 



 ○確定給付企業年金の資産規模別の状況をみると、全体では50億円未満が９割以上となっており、 

  基金型でみても約３割は50億円未満となっている。 

確
定
給
付
企
業
年
金
制
度
数 

※１ 厚生労働省調べ。 

※２ 平成22年度中に行われた決算に基づき、資産額を把握することが可能であった7645確定給付企業年金制度について集計。 
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1000億円未満 

1000億円以上 

5000億円未満 

5000億円以上 

10000億円未満 

10000億円以上 

基金型 

規約型 

確定給付企業年金の資産規模別の制度数 



 ○平成２５年１０月２１日時点の５５１基金のうち、計１０８基金は、解散や代行返上に 

  向けて具体的に進み始めている。 

（参考） 厚生年金基金の現在の状況 

うち解散内諾済 うち将来返上済 計

機械・金属製造 84 10 3 13
金融 5 0 1 1

卸売・小売 77 12 2 14
繊維業 12 6 0 6

食料品・飲料 29 1 2 3
建設 62 17 0 17
運輸 51 12 1 13
その他 51 7 2 9

その他製造 48 9 1 10
サービス 56 7 1 8
石油 18 10 0 10

電設・電気工事 14 3 0 3
医療・福祉 37 1 0 1
情報・通信 7 0 0 0

計 551 95 13 108

業種 基金数

※１「解散内諾済」は、解散の方向性について代議員会で議決し記録整理等具体的な作業を始めた（又は始めようとしている）基金 

※２「将来返上済」は、厚生年金保険法附則第３２条の認可を受けて代行部分の掛金徴収等を停止した（又は認可申請中で停止しようとしている）基金 



公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一

部を改正する法律（平成二十五年法律第六十三号） 抄 

附 則 

（旧厚生年金基金の存続） 

第四条 旧厚生年金基金であってこの法律の施行の際現に存するものは、施行日

以後も、改正前厚生年金保険法の規定により設立された厚生年金基金としてな

お存続するものとする。 

 

（存続厚生年金基金の解散に伴う責任準備金相当額の徴収） 

第八条 政府は、存続厚生年金基金が解散したときは、その解散した日において

当該存続厚生年金基金が年金たる給付の支給に関する義務を負っている者に

係る責任準備金相当額（政令で定めるところにより算出した責任準備金に相当

する額をいう。以下同じ。）を当該存続厚生年金基金から徴収する。 

 

（責任準備金相当額の前納） 

第十条 附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改

正前厚生年金保険法附則第三十二条第一項の認可を受けた存続厚生年金基金

は、次の各号に掲げる認可又は承認前においても、当該各号に定める規定によ

り政府が徴収することとなる責任準備金相当額の全部又は一部を前納するこ

とができる。 

一 附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正

前厚生年金保険法第百四十五条第二項の認可 附則第八条 

二 附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正

前確定給付企業年金法第百十一条第二項の承認又は附則第五条第一項の規

定によりなおその効力を有するものとされた改正前確定給付企業年金法第

百十二条第一項の認可 附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有

するものとされた改正前確定給付企業年金法第百十三条第一項 

２ 前項の場合において納付すべき額は、政令で定める基準に従い当該存続厚生

年金基金の規約で定めるところにより算定した額とする。 

３ 前二項に定めるもののほか、責任準備金相当額の前納の手続、前納された責

任準備金相当額の還付その他責任準備金相当額の全部又は一部の前納につい

て必要な事項は、政令で定める。 

 

（自主解散型基金が解散する場合における責任準備金相当額の特例） 

第十一条 附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた

改正前厚生年金保険法第百四十五条第一項第一号又は第二号に掲げる理由に

より解散をしようとする存続厚生年金基金であって、当該解散をしようとする

日において年金給付等積立金（附則第五条第一項の規定によりなおその効力を

有するものとされた改正前厚生年金保険法第百三十条第一項から第三項まで

に規定する給付（以下「老齢年金給付等」という。）に充てるべき積立金をい

う。附則第四十条第二項第三号及び第三項第三号、第五十三条、第五十五条第

一項、第六十条、第七十条第二項並びに第七十一条第二項を除き、以下同じ。）

の額（前条第一項（第九項若しくは次条第十項又は附則第十九条第十項、第二

十条第五項若しくは第二十一条第九項の規定により読み替えて適用される場

合を含む。）の規定により前納された場合にあっては、当該前納された額を加

えて得た額。以下同じ。）が責任準備金相当額を下回っていると見込まれるも

の（以下「自主解散型基金」という。）は、厚生労働省令で定めるところによ

り、厚生労働大臣に対し、責任準備金相当額の減額を可とする旨の認定を申請

することができる。 

２ 前項の規定による認定の申請は、施行日から起算して五年を経過する日まで 



の間に限り行うことができる。 

３ 第一項の規定による認定の申請をした自主解散型基金は、次に掲げる給付に

ついて、当該申請をした日の属する月の翌月からその全額につき支給を停止し

なければならない。 

一 附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正

前厚生年金保険法第百三十条第一項の規定により支給する同項に規定する

老齢年金給付（附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものと

された改正前厚生年金保険法第百三十二条第二項に規定する額（改正後厚生

年金保険法第四十四条の三第一項の規定による申出をした者に当該自主解

散型基金が支給する老齢年金給付（附則第五条第一項の規定によりなおその

効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百三十条第一項に規定

する老齢年金給付をいう。附則第十九条第四項、第三十六条第一項及び第四

十条第一項第一号において同じ。）については、附則第五条第一項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百三十二

条第四項に規定する額）に相当する部分を除く。） 

二 附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正

前厚生年金保険法第百三十条第二項の規定により支給する一時金たる給付 

三 附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正

前厚生年金保険法第百三十条第三項の規定により支給する年金たる給付又

は一時金たる給付 

４ （略） 

５ 厚生労働大臣は、第一項の規定による認定の申請があった場合において、当

該申請をした自主解散型基金が当該申請の日までに業務の運営について相当

の努力をしたものとして政令で定める要件に適合すると認めるときは、その認

定をするものとする。 

６ 厚生労働大臣は、前項の認定をしようとするときは、あらかじめ、社会保障

審議会の意見を聴かなければならない。 

７ 政府は、第五項の認定を受けた自主解散型基金が附則第五条第一項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百四十五条

第一項第一号又は第二号の規定により解散したとき（当該解散した日における

年金給付等積立金の額が責任準備金相当額を下回る場合に限る。）は、附則第

八条の規定にかかわらず、責任準備金相当額に代えて、減額責任準備金相当額

（存続厚生年金基金の加入員及び加入員であった者が加入員でなかったとし

たときに年金特別会計の厚生年金勘定の積立金が増加する額として政令で定

めるところにより算定した額又は当該存続厚生年金基金の年金給付等積立金

の額のうちいずれか大きい方の額をいう。附則第二十七条第二項及び第三十条

第一項を除き、以下同じ。）を、当該自主解散型基金から徴収する。この場合

において、附則第三十四条第四項の規定は適用せず、附則第五条第一項の規定

によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百三十八

条第六項の規定の適用については、同項中「政令で定める額」とあるのは、「公

的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改

正する法律（平成二十五年法律第六十三号）附則第十一条第七項に規定する減

額責任準備金相当額」とする。 

８ （略） 

９ 第一項の規定による認定の申請をした自主解散型基金について前条の規定 

を適用する場合においては、同条第一項中「存続厚生年金基金」とあるのは「次 

条第一項に規定する自主解散型基金であって、同項の規定による認定の申請を 

したもの」と、「次の各号に掲げる認可又は承認前においても、当該各号に定 

める」とあるのは「第一号に掲げる認可前においても、同条第七項の」と、「責 

任準備金相当額」とあるのは「減額責任準備金相当額（同項に規定する減額責 



任準備金相当額をいう。第三項において同じ。）」と、同条第三項中「責任準備 

金相当額」とあるのは「減額責任準備金相当額」とする。 

 

（自主解散型納付計画の承認） 

第十二条 自主解散型基金及びその設立事業所（附則第五条第一項の規定により

なおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百十七条第三項

に規定する設立事業所をいう。以下同じ。）の事業主（当該自主解散型基金を

共同して設立している場合にあっては、当該自主解散型基金を設立している各

事業主。次項及び第七項において同じ。）は、それぞれ、責任準備金相当額の

うち自らが納付すべき額について、その納付に関する計画（以下「自主解散型

納付計画」という。）を作成し、厚生労働省令で定めるところにより、これを

厚生労働大臣に提出して、当該自主解散型納付計画について適当である旨の承

認を受けることができる。 

２ 前項の承認の申請は、施行日から起算して五年を経過する日までの間におい

て、当該自主解散型基金及びその設立事業所の事業主が同時に行わなければな

らない。 

３ 自主解散型基金の自主解散型納付計画には、次に掲げる事項を記載しなけれ

ばならない。 

一 附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正

前厚生年金保険法第百四十五条第一項第一号又は第二号に掲げる理由によ

り解散をしようとする日 

二 当該自主解散型基金が納付すべき年金給付等積立金の額 

三 第一項の承認の申請の日までの業務の状況に関する事項 

四 その他厚生労働省令で定める事項  

４ 自主解散型基金の設立事業所の事業主の自主解散型納付計画には、次に掲げ

る事項を記載しなければならない。 

一 当該事業主が納付すべき額 

二 当該事業主が納付の猶予を受けようとする期間及び額 

三 その他厚生労働省令で定める事項 

５ 第一項の承認の申請を行う場合において、当該自主解散型基金の自主解散型

納付計画に記載された第三項第二号に掲げる額と当該自主解散型基金の設立

事業所の事業主の自主解散型納付計画に記載された前項第一号に掲げる額（当

該自主解散型基金の設立事業所の事業主が当該自主解散型基金を共同して設

立している場合にあっては、当該自主解散型基金を設立している各事業主の自

主解散型納付計画に記載された同号に掲げる額の合計額）とを合算して得た額

は、当該自主解散型基金の責任準備金相当額でなければならない。 

６ 前条第三項及び第四項の規定は、第一項の承認の申請をした自主解散型基金

について準用する。この場合において、同条第四項中「次項の認定」とあるの

は、「次条第一項の承認」と読み替えるものとする。 

７ 厚生労働大臣は、第一項の承認の申請があった場合において、当該申請が次

に掲げる全ての要件に適合すると認めるときは、その承認をするものとする。

この場合において、当該自主解散型基金及びその設立事業所の事業主の自主解

散型納付計画の承認は、同時に行うものとする。 

一 当該自主解散型基金が当該申請の日までに業務の運営について相当の努

力をしたものとして政令で定める要件に適合するものであること。 

二 当該自主解散型基金の設立事業所の事業主が第一項の規定により提出し 

た自主解散型納付計画が、第四項第二号に掲げる納付の猶予を受けようとす 

る期間が五年以内（五年以内に納付することができないやむを得ない理由が 

あると認められるときは、十年以内）であることその他当該事業主が同項第 

一号に掲げる額を確実に納付するために必要なものとして厚生労働省令で 



定める要件に適合するものであること。 

８ 厚生労働大臣は、前項の規定により承認をするに当たり、当該自主解散型基

金が、当該承認の申請の日までに業務の運営について著しく努力をし、かつ、

当該承認の申請の日においてその事業の継続が極めて困難な状況にあるもの

として政令で定める要件に適合すると認めるときは、その旨の認定をするもの

とする。 

９ 厚生労働大臣は、第七項の規定により承認をしようとするとき、及び前項の

認定をしようとするときは、あらかじめ、社会保障審議会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

10 （略）  

 

 （自主解散型納付計画の承認を受けて解散した場合における責任準備金相当額

の納付の猶予等） 

第十三条 自主解散型基金及びその設立事業所の事業主が前条第一項の承認を

受けた場合において、当該自主解散型基金が附則第五条第一項の規定によりな

おその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百四十五条第一項

第一号又は第二号の規定により解散したとき（当該解散した日における年金給

付等積立金の額が責任準備金相当額を下回る場合に限る。）は、政府は、附則

第八条の規定にかかわらず、責任準備金相当額を徴収するに当たり、当該自主

解散型基金から当該解散した日における年金給付等積立金の額を徴収し、その

設立事業所の事業主から責任準備金相当額から当該年金給付等積立金の額を

控除した額を当該事業主の自主解散型納付計画に基づき徴収する。この場合に

おいて、附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改

正前厚生年金保険法第百三十八条第六項の規定及び附則第三十四条第四項の

規定は、適用しない。 

２ 政府は、前項の規定による徴収を行うに当たり、当該自主解散型基金の設立

事業所の事業主の自主解散型納付計画に基づいて、納付の猶予をするものとす

る。 

３ 附則第十一条第八項の規定は、第一項の規定により政府が当該自主解散型基

金から年金給付等積立金の額を徴収し、その設立事業所の事業主から責任準備

金相当額から当該年金給付等積立金の額を控除した額を徴収する場合につい

て準用する。この場合において、同条第八項第二号中「及び減額責任準備金相

当額」とあるのは、「並びにその設立事業所の事業主の次条第一項に規定する

自主解散型納付計画に記載された同条第四項第二号に掲げる納付の猶予を受

けようとする期間及び額」と読み替えるものとする。 

４ （略） 

 

 （自主解散型納付計画の変更） 

第十四条 厚生労働大臣は、政府が前条第二項の規定により納付の猶予をした場

合において、その猶予がされた期間内にその猶予がされた額を納付することが

できないやむを得ない理由があると認めるときは、当該自主解散型基金の設立

事業所の事業主の申請に基づき、その納付の猶予を受けようとする期間の延長

その他の当該事業主の自主解散型納付計画の変更を承認することができる。た

だし、その期間は、既に当該事業主につき自主解散型納付計画に基づいて猶予

をした期間と併せて十五年（附則第十二条第八項の認定を受けた自主解散型基

金の設立事業所の事業主にあっては、三十年）を超えることができない。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定により承認をしようとするときは、あらかじめ、

社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、政府が前条第二項の規定により納付の猶予をした場合にお 

いて、その財産の状況その他の事情の変化により必要があると認めるときは、 



当該自主解散型基金の設立事業所の事業主に対し、期限を定めて、その納付の 

猶予を受けようとする期間の短縮その他の自主解散型納付計画の変更をし、厚 

生労働大臣に提出することを求めることができる。 

４ （略） 

５ 政府は、第一項（前項において準用する場合を含む。）の規定により自主解

散型納付計画の変更の承認がされた場合には、その変更後の自主解散型納付計

画に基づいて、納付の猶予をするものとする。 

６ （略） 

  

（自主解散型納付計画の承認の取消し） 

第十五条 自主解散型納付計画の承認を受けた自主解散型基金の設立事業所の

事業主が次の各号のいずれかに該当する場合には、厚生労働大臣は、当該事業

主の自主解散型納付計画の承認を取り消すことができる。 

一 附則第十三条第二項又は前条第五項の規定により納付の猶予がされた期

間内にその猶予がされた額を納付しないとき。 

二 前条第三項の規定による求めに応じないとき。 

三 前二号に掲げる場合のほか、当該事業主の財産の状況その他の事情の変化

によりその猶予を継続することが適当でないと認められるとき。 

２ 政府は、厚生労働大臣が前項の規定により自主解散型納付計画の承認を取り

消したときは、これに基づいて納付の猶予を取り消すものとする。 

３ 政府は、前項の規定により納付の猶予を取り消したときは、その旨を当該自

主解散型基金の設立事業所の事業主に通知しなければならない。 

 

（納付の猶予の場合の加算金） 

第十六条 政府は、附則第十三条第二項又は第十四条第五項の規定により納付の

猶予をしたときは、当該猶予をした徴収金額について、次の各号に掲げる区分

に応じ、それぞれ当該各号に定めるところにより計算した加算金を当該自主解

散型基金の設立事業所の事業主から徴収する。 

一 当該猶予期間の終了日又は督促状により指定する期限までに納付される

徴収金額（督促状により指定する期限までに納付されないことについて、や

むを得ない事情があると認められる場合は、当該納付されない徴収金額を含

む。） 当該徴収金額につき自主解散型加算金利率で、納期限の翌日から、

徴収金完納の日の前日までの日数によって計算した額 

二 督促状により指定する期限までに納付されない徴収金額（督促状により指

定する期限までに納付されないことについて、やむを得ない事情があると認

められる場合は、当該納付されない徴収金額を除く。） イに掲げる額とロ

に掲げる額とを合算した額 

イ 当該徴収金額につき自主解散型加算金利率で、納期限の翌日から、猶予

期間の終了日又は猶予の取消しがあった日までの日数によって計算した

額 

ロ 当該徴収金額とイに掲げる額とを合算した額につき、年十四・六パーセ

ントの割合で、当該猶予期間の終了日又は当該猶予の取消しがあった日の

翌日から、徴収金完納又は財産差押えの日の前日までの日数によって計算

した額 

２ 前項第一号及び第二号イの自主解散型加算金利率は、当該自主解散型基金が

附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前厚

生年金保険法第百四十五条第一項第一号又は第二号の規定による解散をした

年度における国債の利回りを勘案して厚生労働大臣が定める率とする。 

３～７ （略） 



（責任準備金相当額の特例の適用を受ける自主解散型基金に対する納付の猶 

予に関する特例） 

第十七条 自主解散型基金が附則第十一条第一項の規定による認定の申請及び 

附則第十二条第一項の承認の申請を行う場合においては、当該認定の申請と当 

該承認の申請は同時に行わなければならない。 

２ （略） 

 

（清算型基金の指定） 

第十九条 厚生労働大臣は、事業年度の末日における年金給付等積立金の額が責

任準備金相当額に政令で定める率を乗じて得た額を下回ることその他その事

業の継続が著しく困難なものとして政令で定める要件に適合する存続厚生年

金基金であって、この項の規定による指定の日までに業務の運営について相当

の努力をしたものとして政令で定める要件に適合すると認めたものを清算型

基金として指定することができる。 

２ 前項の規定による指定は、施行日から起算して五年を経過する日までの間に

限り行うことができる。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による指定をしようとするときは、あらかじ

め、社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 清算型基金は、第一項の規定による指定を受けた日以降の当該清算型基金の

加入員であった期間に係る附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有

するものとされた改正前厚生年金保険法第百三十二条第二項に規定する額に

相当する老齢年金給付の支給に関する義務を免れる。 

５ （略） 

６ 附則第十一条第三項の規定は、清算型基金について準用する。この場合にお

いて、同項中「当該申請をした」とあるのは、「附則第十九条第一項の規定に

よる指定を受けた」と読み替えるものとする。 

７ 清算型基金は、当該清算型基金の清算に関する計画（以下「清算計画」とい

う。）を作成し、厚生労働省令で定めるところにより、これを厚生労働大臣に

提出して、その承認を受けなければならない。 

８ 清算計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 当該清算型基金の解散に必要な行為が完了すると見込まれる日 

二 次条第一項の規定による認定の申請又は附則第二十一条第一項の承認の

申請をする意思の有無 

三 当該清算型基金の清算人の氏名又は名称及び住所 

四 その他厚生労働省令で定める事項 

９ 清算型基金は、第七項の承認を受けたときは、附則第五条第一項の規定によ

りなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百四十五条第

一項の規定にかかわらず、解散する。 

10 清算型基金（次条第一項の規定による認定の申請をしたもの及び附則第二十

一条第一項の承認の申請をしたものを除く。）について附則第十条の規定を適

用する場合においては、同条第一項中「附則第五条第一項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法附則第三十二条第一項の

認可を受けた存続厚生年金基金」とあるのは「清算型基金（附則第二十条第一

項の規定による認定の申請をしたもの及び附則第二十一条第一項の承認の申

請をしたものを除く。）」と、「次の各号に掲げる認可又は承認前においても、

当該各号に定める」とあるのは「附則第十九条第七項の承認前においても、附

則第八条の」とする。 

 

 

 



（清算型基金が解散する場合における責任準備金相当額の特例） 

第二十条 清算型基金は、前条第七項の承認の申請をする際に、厚生労働省令で

定めるところにより、厚生労働大臣に対し、責任準備金相当額の減額を可とす

る旨の認定を申請することができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による認定の申請があった場合において、当該

申請をした清算型基金が当該申請の日までに業務の運営について相当の努力

をしたものとして政令で定める要件に適合すると認めるときは、その認定をす

るものとする。 

３ 政府は、前項の認定を受けた清算型基金が前条第九項の規定により解散した

とき（当該解散した日における年金給付等積立金の額が責任準備金相当額を下

回る場合に限る。）は、附則第八条の規定にかかわらず、責任準備金相当額に

代えて、減額責任準備金相当額を当該清算型基金から徴収する。この場合にお

いて、附則第三十四条第四項の規定は適用せず、附則第五条第一項の規定によ

りなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百三十八条第

六項の規定の適用については、同項中「政令で定める額」とあるのは、「公的

年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正

する法律（平成二十五年法律第六十三号）附則第十一条第七項に規定する減額

責任準備金相当額」とする。 

４ 附則第十一条第八項の規定は、前項の規定により政府が当該清算型基金から

減額責任準備金相当額を徴収する場合について準用する。この場合において、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

５ 第一項の規定による認定の申請をした清算型基金について附則第十条の規

定を適用する場合においては、同条第一項中「附則第五条第一項の規定により

なおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法附則第三十二条第

一項の認可を受けた存続厚生年金基金」とあるのは「清算型基金であって、附

則第二十条第一項の規定による認定の申請をしたもの」と、「次の各号に掲げ

る認可又は承認前においても、当該各号に定める」とあるのは「附則第十九条

第七項の承認前においても、附則第二十条第三項の」と、「責任準備金相当額」

とあるのは「減額責任準備金相当額（次条第七項に規定する減額責任準備金相

当額をいう。第三項において同じ。）」と、同条第三項中「責任準備金相当額」

とあるのは「減額責任準備金相当額」とする。 

 

（清算型納付計画の承認） 

第二十一条 清算型基金及びその設立事業所の事業主（当該清算型基金を共同し

て設立している場合にあっては、当該清算型基金を設立している各事業主。次

項及び第六項において同じ。）は、それぞれ、責任準備金相当額のうち自らが

納付すべき額について、その納付に関する計画（以下「清算型納付計画」とい

う。）を作成し、厚生労働省令で定めるところにより、これを厚生労働大臣に

提出して、当該清算型納付計画について適当である旨の承認を受けることがで

きる。 

２ 前項の承認の申請は、附則第十九条第七項の承認の申請をする際に、当該清

算型基金及びその設立事業所の事業主が同時に行わなければならない。 

３ 清算型基金の清算型納付計画には、次に掲げる事項を記載しなければならな

い。 

一 当該清算型基金が納付すべき年金給付等積立金の額 

二 第一項の承認の申請の日までの業務の状況に関する事項 

三 その他厚生労働省令で定める事項  

４ 清算型基金の設立事業所の事業主の清算型納付計画には、次に掲げる事項を 

記載しなければならない。 

一 当該事業主が納付すべき額 



二 当該事業主が納付の猶予を受けようとする期間及び額 

三 その他厚生労働省令で定める事項 

５ 第一項の承認の申請を行う場合において、当該清算型基金の清算型納付計画

に記載された第三項第一号に掲げる額と当該清算型基金の設立事業所の事業

主の清算型納付計画に記載された前項第一号に掲げる額（当該清算型基金の設

立事業所の事業主が当該清算型基金を共同して設立している場合にあっては、

当該清算型基金を設立している各事業主の清算型納付計画に記載された同号

に掲げる額の合計額）とを合算して得た額は、当該清算型基金の責任準備金相

当額でなければならない。 

６ 厚生労働大臣は、第一項の承認の申請があった場合において、当該申請が次

に掲げる全ての要件に適合すると認めるときは、その承認をするものとする。

この場合において、当該清算型基金及びその設立事業所の事業主の清算型納付

計画の承認は、同時に行うものとする。 

一 当該清算型基金が当該申請の日までに業務の運営について相当の努力を

したものとして政令で定める要件に適合するものであること。 

二 当該清算型基金の設立事業所の事業主が第一項の規定により提出した清

算型納付計画が、第四項第二号に掲げる納付の猶予を受けようとする期間が

五年以内（五年以内に納付することができないやむを得ない理由があると認

められるときは、十年以内）であることその他当該事業主が同項第一号に掲

げる額を確実に納付するために必要なものとして厚生労働省令で定める要

件に適合するものであること。 

７ 厚生労働大臣は、前項の規定により承認をするに当たり、当該清算型基金が、

当該承認の申請の日までに業務の運営について著しく努力をし、かつ、当該承

認の申請の日においてその事業の継続が極めて困難な状況にあるものとして

政令で定める要件に適合すると認めるときは、その旨の認定をするものとする。 

８ 厚生労働大臣は、前項の規定により認定をしようとするときは、あらかじめ、

社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

９ 第一項の承認の申請をした清算型基金について附則第十条の規定を適用す

る場合においては、同条第一項中「附則第五条第一項の規定によりなおその効

力を有するものとされた改正前厚生年金保険法附則第三十二条第一項の認可

を受けた存続厚生年金基金」とあるのは「清算型基金であって、附則第二十一

条第一項の承認の申請をしたもの」と、「次の各号に掲げる認可又は承認前に

おいても、当該各号に定める」とあるのは「附則第十九条第七項の承認前にお

いても、附則第二十二条第一項の」と、「責任準備金相当額」とあるのは「年

金給付等積立金の額（次条第一項に規定する年金給付等積立金の額をいう。第

三項において同じ。）」と、同条第三項中「責任準備金相当額」とあるのは「年

金給付等積立金の額」とする。 

 

（清算型納付計画の承認を受けて解散した場合における責任準備金相当額の納

付の猶予等） 

第二十二条 清算型基金及びその設立事業所の事業主が前条第一項の承認を受

けた場合において、当該清算型基金が附則第十九条第九項の規定により解散し

たとき（当該解散した日における年金給付等積立金の額が責任準備金相当額を

下回る場合に限る。）は、政府は、附則第八条の規定にかかわらず、責任準備

金相当額を徴収するに当たり、当該清算型基金から当該解散した日における年

金給付等積立金の額を徴収し、その設立事業所の事業主から責任準備金相当額

から当該年金給付等積立金の額を控除した額を当該事業主の清算型納付計画

に基づき徴収する。この場合において、附則第五条第一項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百三十八条第六項の規

定及び附則第三十四条第四項の規定は、適用しない。 



２ 政府は、前項の規定による徴収を行うに当たり、当該清算型基金の設立事業

所の事業主の清算型納付計画に基づいて、納付の猶予をするものとする。 

３・４ （略） 

 

 （準用規定） 

第二十三条 附則第十四条から第十六条までの規定は、政府が前条第二項の規定

による納付の猶予をした場合について準用する。この場合において、附則第十

四条第一項、第三項及び第四項、第十五条第一項及び第三項並びに第十六条第

一項、第二項及び第七項中「自主解散型基金」とあるのは「清算型基金」と、

附則第十四条第一項中「自主解散型納付計画の」とあるのは「清算型納付計画

（附則第二十一条第一項に規定する清算型納付計画をいう。以下同じ。）の」

と、「自主解散型納付計画に」とあるのは「清算型納付計画に」と、「附則第十

二条第八項」とあるのは「附則第二十一条第七項」と、同条第三項から第五項

まで並びに附則第十五条第一項及び第二項中「自主解散型納付計画」とあるの

は「清算型納付計画」と、附則第十六条第一項及び第二項中「自主解散型加算

金利率」とあるのは「清算型加算金利率」と、同項中「附則第五条第一項の規

定によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百四十

五条第一項第一号又は第二号」とあるのは「附則第十九条第九項」と読み替え

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 

 （責任準備金相当額の特例の適用を受ける清算型基金に対する納付の猶予に関

する特例） 

第二十四条 清算型基金が附則第二十条第一項の規定による認定の申請及び附

則第二十一条第一項の承認の申請をし、かつ、附則第二十条第二項の認定を受

けた場合においては、同条第三項から第五項までの規定は適用せず、附則第二

十一条第一項及び第五項、第二十二条第一項及び第三項並びに第六十九条第一

項の規定の適用については、附則第二十一条第一項中「清算型基金及び」とあ

るのは「清算型基金であって、前条第二項の認定を受けたもの及び」と、同項

及び同条第五項中「責任準備金相当額」とあるのは「減額責任準備金相当額」

と、附則第二十二条第一項中「、責任準備金相当額」とあるのは「、減額責任

準備金相当額」と、同項及び同条第三項中「から責任準備金相当額」とあるの

は「から減額責任準備金相当額」と、同項中「及び減額責任準備金相当額」と

あるのは、「」とあるのは「減額責任準備金相当額」とあるのは、「減額責任準

備金相当額」と、附則第六十九条第一項中「責任準備金相当額から当該年金給

付等積立金の額を控除した額をそれぞれ徴収する場合及び」とあるのは「減額

責任準備金相当額から当該年金給付等積立金の額を控除した額をそれぞれ徴

収する場合及び」とする。 

 

 （清算未了特定基金型納付計画の承認） 

第三十条 清算未了特定基金（附則第二十八条第三項の規定によりなおその効力 

を有するものとされた改正前厚生年金保険法附則第三十六条第一項第二号の 

規定の適用を受けたことがないものに限る。以下この条及び次条において同 

じ。）の設立事業所の事業主（当該清算未了特定基金を共同して設立している 

場合にあっては、当該清算未了特定基金を設立している各事業主。第七項第一 

号において同じ。）は、それぞれ、責任準備金相当額（当該清算未了特定基金 

が改正前厚生年金保険法附則第三十三条第三項の規定により同項に規定する 

減額責任準備金相当額を徴収することとされた場合にあっては、当該減額責任 

準備金相当額。次条第一項において同じ。）のうち自らが納付すべき額につい 

て、その納付に関する計画（以下「清算未了特定基金型納付計画」という。） 

を作成し、当該清算未了特定基金の同意を得た上で、厚生労働省令で定めると 



ころにより、これを厚生労働大臣に提出して、当該清算未了特定基金型納付計 

画について適当である旨の承認を受けることができる。 

２ 前項の承認の申請は、施行日から起算して一年を経過する日までの間に限り

行うことができる。 

３ 第一項の承認の申請は、当該清算未了特定基金の設立事業所の事業主が当該

清算未了特定基金を共同して設立している場合にあっては、当該清算未了特定

基金を設立している各事業主が同時に行わなければならない。 

４ 清算未了特定基金型納付計画には、次に掲げる事項を記載しなければならな

い。 

一 当該事業主が納付すべき額 

二 当該事業主が納付の猶予を受けようとする期間及び額 

三 その他厚生労働省令で定める事項 

５ 第一項の承認の申請を行う場合において、当該清算未了特定基金型納付計画

に記載された前項第一号に掲げる額は、第一号に掲げる額と第二号に掲げる額

とを合算した額から第三号に掲げる額と第四号に掲げる額とを合算した額を

控除した額でなければならない。 

一 当該清算未了特定基金が附則第二十八条第三項の規定によりなおその効

力を有するものとされた改正前厚生年金保険法附則第三十四条第一項に規

定する納付計画（当該納付計画が附則第二十八条第三項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法附則第三十五条第一項

又は第二項の規定により変更されている場合にあっては、当該変更前の当該

納付計画。第三号において単に「納付計画」という。）に基づき、改正前厚

生年金保険法附則第三十四条第五項の規定により読み替えて適用する改正

前厚生年金保険法第百三十八条第六項の規定により当該事業主から徴収す

ることとした額に相当する額 

二 前号に掲げる額につき調整利率で、附則第二十八条第三項の規定によりな

おその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法附則第三十四条第

五項の規定による徴収金の納期限（第七項第一号において単に「納期限」と

いう。）の翌日から、第一項の承認の申請の日の前日までの日数によって計

算した額 

三 清算未了特定基金が既に納付した徴収金額のうち、当該清算未了特定基金

が、その納付計画に基づき、附則第二十八条第三項の規定によりなおその効

力を有するものとされた改正前厚生年金保険法附則第三十四条第五項の規

定により読み替えて適用する附則第五条第一項の規定によりなおその効力

を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百三十八条第六項の規定に

より当該事業主から徴収した額に相当する額 

四 前号に掲げる額につき調整利率で、清算未了特定基金が当該額を納付した

日の翌日から、第一項の承認の申請の日の前日までの日数によって計算した

額 

６ 前項第二号及び第四号の調整利率は、平成十七年度以後の各年度における年

金特別会計の厚生年金勘定の積立金の運用の実績を勘案して厚生労働大臣が

定める率とする。 

７ 厚生労働大臣は、第一項の承認の申請があった場合において、当該申請が次

に掲げる全ての要件に適合すると認めるときは、その承認をするものとする。

この場合において、当該清算未了特定基金の設立事業所の事業主が当該清算未

了特定基金を共同して設立しているときは、当該清算未了特定基金を設立して

いる各事業主の清算未了特定基金型納付計画の承認は、同時に行うものとする。 

一 当該清算未了特定基金の設立事業所の事業主が第一項の規定により提出 

した清算未了特定基金型納付計画が、第四項第二号に掲げる納付の猶予を受 

けようとする期間の全部が当該清算未了特定基金の納期限の翌日から起算 



して三十年以内にあることその他当該事業主が同項第一号に掲げる額を確 

実に納付するために必要なものとして厚生労働省令で定める要件に適合す 

るものであること。 

二 当該清算未了特定基金について、その猶予がされた額を納付することがで

きないやむを得ない理由があること。 

８ 厚生労働大臣は、前項の規定により承認をしようとするときは、あらかじめ、

社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

 

 （清算未了特定基金型納付計画の承認を受けて解散した場合における責任準備

金相当額の納付の猶予等） 

第三十一条 厚生労働大臣が前条第七項の規定により承認をしたときは、政府は、

附則第二十八条第三項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正

前厚生年金保険法附則第三十四条第五項の規定により当該清算未了特定基金

から徴収する責任準備金相当額（当該清算未了特定基金が既に納付した額を除

く。第三項において同じ。）を免除し、その設立事業所の事業主から前条第四

項第一号に掲げる額を当該事業主の清算未了特定基金型納付計画に基づき徴

収する。この場合において、附則第二十七条第二項の規定によりなおその効力

を有するものとされた改正前厚生年金保険法附則第三十三条第三項から第七

項まで並びに附則第二十八条第三項の規定によりなおその効力を有するもの

とされた改正前厚生年金保険法附則第三十四条第一項、第三項及び第五項から

第八項まで、第三十五条から第三十八条まで、第三十九条第一項並びに第四十

条の規定は、適用しない。 

２ 政府は、前項の規定による徴収を行うに当たり、当該清算未了特定基金の設

立事業所の事業主の清算未了特定基金型納付計画に基づいて、納付の猶予をす

るものとする。 

３・４ （略） 

 

 （施行日から五年を経過した日以後における解散命令の特例） 

第三十三条 施行日から起算して五年を経過した日以後において、存続厚生年金

基金（附則第十一条第一項の規定による認定の申請又は附則第十二条第一項の

承認の申請をしている自主解散型基金及び清算型基金を除く。以下この条にお

いて同じ。）が次の各号のいずれにも該当するときは、厚生労働大臣は、当該

存続厚生年金基金が附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するも

のとされた改正前厚生年金保険法第百七十九条第五項第四号に該当するもの

とみなすことができる。 

一 存続厚生年金基金の事業年度の末日（以下この項において「基準日」とい

う。）における年金給付等積立金の額が、当該基準日における当該存続厚生

年金基金の加入員及び加入員であった者に係る責任準備金相当額に一・五を

乗じて得た額を下回るとき。 

二 基準日における年金給付等積立金の額が、次に掲げる額の合計額を下回る

とき。 

イ 当該基準日における当該存続厚生年金基金の加入員及び加入員であっ

た者に係る責任準備金相当額 

ロ 当該存続厚生年金基金の加入員及び加入員であった者について当該基 

準日までの加入員であった期間（当該存続厚生年金基金の加入員となる 

前の期間その他の政令で定める期間を含む。）に係る年金たる給付（附則 

第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前厚 

生年金保険法第百三十二条第二項に規定する額に相当する部分を除く。） 

又は一時金たる給付に要する費用の額の予想額を計算し、これらの予想 

額の合計額の現価として厚生労働大臣の定めるところにより計算した額 



２ （略） 

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定により存続厚生年金基金が附則第五条第一項

の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百

七十九条第五項第四号に該当するものとみなして、同項の規定により当該存続

厚生年金基金の解散を命じようとするときは、あらかじめ、社会保障審議会の

意見を聴かなければならない。 

 

 （解散存続厚生年金基金の残余財産の確定給付企業年金への交付） 

第三十五条 施行日以後に解散した存続厚生年金基金（当該解散した日における

年金給付等積立金の額が責任準備金相当額を下回るものを除く。）は、規約で

定めるところにより、その設立事業所（政令で定める場合にあっては、設立事

業所の一部。以下この項及び次条において同じ。）が確定給付企業年金の実施

事業所（改正後確定給付企業年金法第四条第一号に規定する実施事業所をいう。

以下この項において同じ。）となっている場合又は実施事業所となる場合であ

って、当該確定給付企業年金の規約において、あらかじめ、当該存続厚生年金

基金から前条第四項の規定により当該設立事業所に使用される解散基金加入

員等（解散した厚生年金基金がその解散した日において年金たる給付の支給に

関する義務を負っていた者をいう。以下同じ。）に分配すべき残余財産（以下

この条において「残余財産」という。）の交付を受けることができる旨が定め

られているときは、当該確定給付企業年金の事業主等（改正後確定給付企業年

金法第二十九条第一項に規定する事業主等をいう。以下同じ。）に残余財産の

当該確定給付企業年金の資産管理運用機関等（改正後確定給付企業年金法第三

十条第三項に規定する資産管理運用機関等をいう。以下同じ。）への交付を申

し出ることができる。 

２ 当該確定給付企業年金の事業主等は、当該確定給付企業年金の資産管理運用

機関等が前項の規定による申出に従い残余財産の交付を受けたときは、当該交

付金を原資として、規約で定めるところにより、当該解散基金加入員等に対し、

改正後確定給付企業年金法第二十九条第一項各号及び第二項各号に掲げる給

付（以下「老齢給付金等」という。）の支給を行うものとする。 

３ 当該確定給付企業年金の資産管理運用機関等が第一項の規定による申出に

従い残余財産の交付を受けたときは、前条第四項の規定の適用については、当

該残余財産は、当該解散基金加入員等に分配されたものとみなす。 

４・５ （略） 

 

（解散存続厚生年金基金の残余財産の独立行政法人勤労者退職金共済機構への

交付） 

第三十六条 施行日以後に解散した存続厚生年金基金（当該解散した日における 

年金給付等積立金の額が責任準備金相当額を下回るものを除く。）は、規約で 

定めるところにより、その設立事業所の事業主（当該事業主が中小企業退職金 

共済法（昭和三十四年法律第百六十号）第二条第一項に規定する中小企業者で 

ある場合に限る。以下この条において同じ。）がその雇用する解散基金加入員 

（解散した厚生年金基金がその解散した日において老齢年金給付の支給に関 

する義務を負っていた者をいう。以下同じ。）を中小企業退職金共済法第二条 

第七項に規定する被共済者として同条第三項に規定する退職金共済契約（以下 

この条において単に「退職金共済契約」という。）を締結した場合には、附則 

第三十四条第四項の規定により当該退職金共済契約の被共済者となった解散 

基金加入員に分配すべき残余財産（以下この条において「残余財産」という。） 

のうち被共済者持分額（当該残余財産のうち、当該被共済者となった解散基金 

加入員の持分として厚生労働省令で定める方法により算定した額をいう。）の 

範囲内の額の交付を独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下この条において 



「機構」という。）に申し出ることができる。この場合において、同項中「残 

余財産」とあるのは、「残余財産（附則第三十六条第一項の規定による申出に 

従い交付されたものを除く。）」とする。 

２ 機構が前項の規定による申出に従い残余財産のうち被共済者持分額の範囲

内の額の交付を受けた場合において、当該交付された額（以下この条において

「交付額」という。）のうち、当該退職金共済契約の効力が生じた日における

掛金月額その他の事情を勘案して政令で定める額については、厚生労働省令で

定めるところにより、政令で定める月数を当該退職金共済契約の被共済者に係

る掛金納付月数（掛金の納付があった月数をいう。次項において同じ。）に通

算するものとする。この場合において、その通算すべき月数は、当該退職金共

済契約の被共済者が存続厚生年金基金の加入員であった期間の月数を超える

ことができない。 

３ 交付額から前項の政令で定める額を控除した残余の額を有する当該退職金

共済契約の被共済者が退職したときにおける退職金の額は、中小企業退職金共

済法第十条第一項ただし書及び第二項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる

前項の規定による通算後の掛金納付月数の区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

一 十一月以下 当該交付のあった日の属する月の翌月から当該被共済者が

退職した日の属する月までの期間につき、当該残余の額に対し、政令で定め

る利率に厚生労働大臣が定める利率を加えた利率の複利による計算をして

得た元利合計額（当該交付のあった日の属する月に当該被共済者が退職した

ときは、当該残余の額。次号において「計算後残余額」という。） 

二 十二月以上 中小企業退職金共済法第十条第二項の規定により算定した

額に計算後残余額を加算した額 

４～10 （略） 

 （改正前厚生年金保険法の規定により設立された企業年金連合会の存続） 

第三十七条 改正前厚生年金保険法の規定により設立された企業年金連合会で

あってこの法律の施行の際現に存するものは、附則第四十条第一項各号に掲げ

る業務を行うため、施行日以後も、改正前厚生年金保険法の規定により設立さ

れた企業年金連合会としてなお存続するものとする。 

 

 （存続連合会の業務） 

第四十条 存続連合会は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 附則第四十二条第二項の規定により脱退一時金（附則第五条第一項の規定

によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百四十

四条の三第五項に規定する脱退一時金をいう。附則第四十二条第四項におい

て同じ。）の額に相当する額（附則第四十二条において「基金脱退一時金相

当額」という。）の移換を受け、附則第四十二条第三項の規定により基金中

途脱退者（厚生年金基金の加入員の資格を喪失した者（当該加入員の資格を

喪失した日において当該厚生年金基金が支給する老齢年金給付の受給権を

有する者を除く。）であって、政令で定めるところにより計算したその者の

当該厚生年金基金の加入員であった期間が政令で定める期間に満たないも

のをいう。以下同じ。）又はその遺族について存続連合会老齢給付金又は存

続連合会遺族給付金（一時金として支給するものに限る。次項第二号及び第

五号並びに附則第四十五条第三項から第六項まで、第四十九条第三項から第

六項まで、第五十条、第五十一条及び第百十二条第二項を除き、以下同じ。）

の支給を行うこと。 

二 附則第四十三条第二項の規定により同条第一項に規定する残余財産の移 

換を受け、同条第三項の規定により解散基金加入員又はその遺族について存 

続連合会老齢給付金又は存続連合会遺族給付金の支給を行うこと。 



三 附則第四十六条第二項の規定により脱退一時金（改正後確定給付企業年金 

法第二十九条第一項第二号に規定する脱退一時金をいう。附則第四十六条第 

四項において同じ。）の額に相当する額（附則第四十六条において「確定給 

付企業年金脱退一時金相当額」という。）の移換を受け、附則第四十六条第 

三項の規定により改正後確定給付企業年金法第八十一条の二第一項に規定 

する中途脱退者（以下「確定給付企業年金中途脱退者」という。）又はその 

遺族について存続連合会老齢給付金又は存続連合会遺族給付金の支給を行 

うこと。 

四 附則第四十七条第二項の規定により同条第一項に規定する残余財産の移

換を受け、同条第三項の規定により同条第一項に規定する終了制度加入者等

又はその遺族について存続連合会老齢給付金又は存続連合会遺族給付金の

支給を行うこと。 

２ 存続連合会は、前項に規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うことがで

きる。 

一 附則第四十四条第二項の規定により同条第一項に規定する残余財産の移

換を受け、同条第三項の規定により同条第一項に規定する解散基金加入員等

又はその遺族について存続連合会障害給付金又は存続連合会遺族給付金の

支給を行うこと。 

二 附則第四十五条第二項の規定により同条第一項に規定する残余財産の移

換を受け、同条第三項又は第五項の規定により同条第一項に規定する解散基

金加入員等又はその遺族について存続連合会遺族給付金の支給を行うこと。 

三 附則第五十三条第四項若しくは第六項、第五十四条第二項、第五十五条第

二項又は第五十六条第二項の規定により年金給付等積立金又は積立金の移

換を行うこと。 

四 附則第四十八条第二項の規定により同条第一項に規定する残余財産の移

換を受け、同条第三項の規定により同条第一項に規定する終了制度加入者等

又はその遺族について存続連合会障害給付金又は存続連合会遺族給付金の

支給を行うこと。 

五 附則第四十九条第二項の規定により同条第一項に規定する残余財産の移

換を受け、同条第三項又は第五項の規定により同条第一項に規定する終了制

度加入者等又はその遺族について存続連合会遺族給付金の支給を行うこと。 

六 附則第五十七条第二項、第五十八条第二項又は第五十九条第二項の規定に

より積立金の移換を行うこと。 

３ 存続連合会は、前二項に規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うものと

する。 

一 附則第六十一条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた

改正前厚生年金保険法第百六十条第五項の規定により老齢年金給付の支給

に関する義務を承継している基金中途脱退者について老齢年金給付の支給

を行い、及び附則第六十一条第二項の規定によりなおその効力を有するもの

とされた改正前厚生年金保険法第百六十条の二第三項の規定により基金中

途脱退者に係る老齢年金給付の額を加算し、又は死亡一時金その他の一時金

たる給付の支給を行うこと。 

二 附則第六十一条第三項の規定によりなおその効力を有するものとされた 

改正前厚生年金保険法第百六十一条第二項又は第五項の規定により解散基 

金加入員に対する老齢年金給付の支給又は解散基金加入員に係る老齢年金 

給付の額の加算若しくは死亡一時金その他の一時金たる給付の支給を行い、 

及び附則第六十一条第四項の規定によりなおその効力を有するものとされ 

た改正前厚生年金保険法第百六十二条第二項の規定により解散基金加入員 

等について死亡又は障害を支給理由とする年金たる給付又は一時金たる給 

付の支給を行うこと。 



三 附則第六十二条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた 

改正前厚生年金保険法第百六十五条第四項若しくは第六項、附則第六十二条 

第二項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保 

険法第百六十五条の二第二項又は附則第六十二条第三項の規定によりなお 

その効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百六十五条の三第 

二項の規定により年金給付等積立金の移換を行うこと。 

四 附則第六十三条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた

改正前確定給付企業年金法第九十一条の二第三項の規定により確定給付企

業年金中途脱退者又はその遺族について同項の老齢給付金又は遺族給付金

の支給を行うこと。 

五 附則第六十三条第二項の規定によりなおその効力を有するものとされた

改正前確定給付企業年金法第九十一条の三第三項の規定により同条第一項

に規定する終了制度加入者等又はその遺族について同条第三項の老齢給付

金又は遺族給付金の支給を行うこと。 

六 附則第六十三条第三項の規定によりなおその効力を有するものとされた

改正前確定給付企業年金法第九十一条の四第三項の規定により同条第一項

に規定する終了制度加入者等又はその遺族について同条第三項の障害給付

金又は遺族給付金の支給を行うこと。 

七 附則第六十三条第四項の規定によりなおその効力を有するものとされた

改正前確定給付企業年金法第九十一条の五第三項又は第五項の規定により

同条第一項に規定する終了制度加入者等又はその遺族について同条第三項

の遺族給付金又は同条第五項の遺族給付金の支給を行うこと。 

八 附則第六十四条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた

改正前確定給付企業年金法第百十五条の四第二項、附則第六十四条第二項の

規定によりなおその効力を有するものとされた改正前確定給付企業年金法

第百十五条の五第二項又は附則第六十四条第三項の規定によりなおその効

力を有するものとされた改正前確定給付企業年金法第百十七条の三第二項

の規定により積立金の移換を行うこと。 

４ 存続連合会は、次に掲げる事業を行うことができる。ただし、第一号又は第

二号に掲げる事業を行う場合には、厚生労働大臣の認可を受けなければならな

い。 

一 厚生年金基金の拠出金等を原資として行う次に掲げる事業 

イ 解散基金加入員に支給する老齢年金給付（附則第六十一条第三項の規定

によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第百六

十一条第二項の老齢年金給付をいう。以下このイにおいて同じ。）又は存

続連合会老齢給付金につき一定額が確保されるよう、老齢年金給付又は存

続連合会老齢給付金の額を付加する事業 

ロ 存続厚生年金基金に対し、附則第五条第一項の規定によりなおその効力

を有するものとされた改正前確定給付企業年金法第百十一条第二項の承

認若しくは附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものと

された改正前確定給付企業年金法第百十二条第一項の認可を受けるため

に要する 費用又は附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有す

るものとされた改正前厚生年金保険法第百四十四条の五第一項の規定に

よる年金給付等積立金の一部の移換若しくは同条第四項の規定による残

余財産の全部若しくは一部の移換に要する費用を助成する事業 

ハ 存続厚生年金基金が支給する老齢年金給付等につき一定額が確保され

るよう、存続厚生年金基金の年金給付等積立金の額を付加する事業 

二 事業主等が支給する老齢給付金等につき一定額が確保されるよう、事業主 

等の拠出金等を原資として、事業主等の積立金（改正後確定給付企業年金法 

第五十九条に規定する積立金をいう。）の額を付加する事業 



三 会員の行う事業の健全な発展を図るために必要な事業であって政令で定 

めるもの 

５ 存続連合会は、厚生年金基金の加入員及び加入員であった者並びに確定給付

企業年金その他附則第三十八条第一項の規定によりなおその効力を有するも

のとされた改正前厚生年金保険法第百五十八条の五第二号に規定する年金制

度の加入者及び加入者であった者（以下この項において「厚生年金基金の加入

員等」という。）の福祉を増進するため、規約で定めるところにより、厚生年

金基金の加入員等の福利及び厚生に関する事業を行うことができる。 

６ 存続連合会は、附則第五条第一項の規定によりなおその効力を有するものと

された改正前厚生年金保険法第百三十条第五項の規定による委託を受けて、存

続厚生年金基金の業務の一部を行うことができる。 

７ 存続連合会は、附則第三十八条第三項の規定により読み替えて適用する改正

後確定給付企業年金法第九十三条の規定による委託を受けて、事業主等の業務

の一部を行うことができる。 

８ 存続連合会は、附則第三十八条第三項の規定により読み替えて適用する改正

後確定拠出年金法第四十八条の二の規定による委託を受けて、情報収集等業務

（同条に規定する情報収集等業務をいう。次条第三号において同じ。）を行う

ことができる。 

９ 存続連合会は、その業務の一部を、政令で定めるところにより、信託会社（信

託業法（平成十六年法律第百五十四号）第三条又は第五十三条第一項の免許を

受けたものに限る。）、信託業務を営む金融機関、生命保険会社（附則第百三十

一条の規定による改正後の保険業法第二条第三項に規定する生命保険会社及

び同条第八項に規定する外国生命保険会社等をいう。）、農業協同組合連合会

（全国を地区とし、農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）第十条

第一項第十号の事業のうち生命共済の事業を行うものに限る。）その他の法人

に委託することができる。 

 

 （存続連合会の解散等） 

第七十条 存続連合会は、連合会の成立の時において、解散する。 

２ 存続連合会は、前項の規定により解散したときは、基金中途脱退者及び解散

基金加入員等（以下この条、次条第二項並びに附則第七十五条及び第七十八条

第一項第二号において「基金中途脱退者等」という。）に係る年金たる給付及

び一時金たる給付の支給に関する義務を免れる。ただし、当該解散した日まで

に支給すべきであった年金たる給付若しくは一時金たる給付でまだ支給して

いないものの支給又は附則第五十三条第四項若しくは第六項、第五十四条第二

項、第五十五条第二項、第五十六条第二項、第五十七条第二項、第五十八条第

二項若しくは第五十九条第二項の規定により当該解散した日までに移換すべ

きであった年金給付等積立金若しくは積立金でまだ移換していないものの移

換に関する義務については、この限りでない。 

３ 存続連合会は、第一項の規定により解散したときは、規約で定めるところに

より、当該存続連合会の残余財産（附則第四十条第一項第一号及び第二号、第

二項第一号及び第二号並びに第三項第一号及び第二号の規定により行う業務

に係るものに限る。第五項及び附則第七十五条において同じ。）を基金中途脱

退者等に分配しなければならない。 

４ 存続連合会が第一項の規定により解散したときは、第二項ただし書に規定す

る義務及び前項の規定により基金中途脱退者等に分配する義務を除き、その一

切の権利及び義務は、その時において連合会が承継する。 

５ 附則第三十八条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた改 

正前厚生年金保険法第百六十八条第三項において準用する改正前厚生年金保 

険法第百四十六条の二の規定によりなお存続するものとみなされた存続連合 



会は、第三項の規定による残余財産の分配に関する事務を連合会に委託するこ 

とができる。 

６・７ （略） 


